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⽯で作る紙代替製品 〜⽔の使⽤量削減など持続可能な社
会に貢献する新素材〜 

初版投稿：2017/08/29 
 執筆者：中島 潤（特別研究員） 

紙の代替となる可能性を秘めた新素材の開発 

2015 年 9 ⽉、国際連合の国連持続可能な開発サミットにて、持続可能な開発⽬標(SDGs) 1) 
が採択されました。この SDGs には 17 のグロ−バル⽬標が掲げられていますが、そのうちの
⼀つに「すべての⼈々に⽔と衛⽣へのアクセスと持続可能な管理を確保する」という⽬標が
あります。世界では未だ⽔へのアクセスが困難な⽅が多く、また⼈⼝増加に伴う衛⽣的な⽔
の不⾜も⼤きな問題となっています。限られた資源である⽔の使⽤量をいかに減らすかが重
⼤な社会的ニーズになっていると考えられます。 

SDGs にも掲げられた、この⽔の使⽤量削減という社会的ニーズに対応すべく、株式会社
TBM（以下、TBM）では紙の代替素材となる可能性を秘めた LIMEX(ライメックス)という製
品を開発しました。この製品は、⽯灰⽯ 60%以上を含んだ素材でありながら、紙の代替品と
なり得る性質を持っています。⽯灰⽯を主原料とした紙の代替品、いわゆるストーンペーパ
ーは Taiwan Lung Meng Technology Co.,Ltd. 2) 等で既に製品化、販売実績もあるものの、
TBM はより⾼品質かつ安価での製造を実現するため、製造⼯程など新たに⾃社開発し製品化
を進めています。 

⼀般的に紙の製造には⼤量の⽔を必要としますが、LIMEX は、製造過程において⽔をほとん
ど使いません。また国⽴⼤学法⼈東京⼤学 ⽣産技術研究所 沖研究室との共同研究を通じ、
原材料調達から製品化までのライフサイクルアセスメント（LCA）評価でも⼀般的な洋紙と
⽐較して⽔の使⽤量を⼤幅に減らせることを公表しています（図表 1） 3) 。⽯灰⽯⾃体も⽇
本国内において約 240 億トン、世界各地でも⼗分な埋蔵量が確認されており、⽔の使⽤量削
減、素材採掘等、SDGs で掲げられている持続可能というコンセプトを実現可能な新素材とし
て期待されます。 

紙の代替品としての製品化に向けた課題 

現在、既に名刺、メニュー表、容器類など⼀部の製品分野で実⽤化が進んでいますが、更な
る販売量の拡⼤に向けてキーとなるのが素材を均⼀に混ぜる技術と、混ぜた素材の塊を均⼀
に延ばしてシート状に加⼯する技術です。 ノートのように私たちが普段何気なく使⽤してい
る紙製品は約 80〜100 マイクロメートル(μm)の厚みです。現時点 LIMEX では粉末⽯灰にポ
リエチレンなどを混ぜ、圧⼒をかけて押し出したものをシート状に引き伸ばす⽅法で、約
200 マイクロメートルで⼗分均⼀な厚さを保つ技術を実現しており、名刺や広告⽤ポスター
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など少し厚みがありかつ⾼価な紙製品の代替としての製品化が進められています（図表
２）。 

⼀⽅、ひとことで紙製品と⾔っても様々な⽤途・製品があるため、今後は撥⽔性など⽯灰⽯
をベースとした素材の特⻑を活かしつつ、技術⾰新を重ねることで付加価値を⾼めると共
に、インクジェットプリンター等のより汎⽤性の⾼い印刷機器へも対応させるなど、競争⼒
を⾼めていくことが重要と考えられます。 

 
 図表 1：主要な産地別における洋紙と LIMEX 紙代替製品の⽔消費量⽐較 

（LIMEX 紙代替製品の⽔消費量は 20m 3 /t) 

 
図表 2：紙の代替製品の事例（株式会社 TBM より提供） 
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今後の量産、⽤途拡⼤に向けて 

紙以外ではプラスチック製品の代替品（図表 3）や全く新しい⽤途拡⼤に向けた研究開発も進
められています。⽯灰⽯の組成や素材としての原理解明、加⼯法など学術的な研究活動の広
がりと共に、セラミックなどより⾼付加価値な製品の代替、更には今まで考えられなかった
全く新しい組成・⽤途が⾒つかる可能性を秘めています。 

 

図表 3：プラスチックの代替製品の事例（株式会社 TBM より提供） 

2016 年 11 ⽉には凸版印刷株式会社と TBM の間で LIMEX の⽤途開発に関する業務提携が発
表されました 4) 。また、経済産業省のイノベーション拠点⽴地推進事業「先端技術実証・評
価設備整備費等補助⾦」 5) 及び「津波・原⼦⼒災害被災地域雇⽤創出企業⽴地補助⾦（製造
業等⽴地⽀援事業）」 6) の採択を受け、量産⼯場の建設も進んでいます。 

今後、このような業務提携や政策による⽀援など、広く産学官を巻き込んだオープンイノベ
ーションを進めていくことで、⽇本発のスタートアップが保有するシーズを、より広い意味
で産業化し、グローバルに新たなイノベーションを起こしていく取り組みが期待されます。 

出典 
• 国際連合広報センタープレスリリース : 持続可能な開発のための 2030 アジェンダ採択  -- 持続可能な開

発目標ファクトシート http://www.unic.or.jp/news_press/features_backgrounders/15775/ 
• Taiwan Lung Meng Technology Co., HP : http://www.taiwanlm.com/ 
• 株式会社 TBM HP : LIMEX のライフサイクルアセスメント(LCA) https://tb-m.com/about/lca/ 
• 凸 版 印 刷 株 式 会 社 HP : 2016 年 11 月 25 日 付 ニ ュ ー ス リ リ ー ス 

http://www.toppan.co.jp/news/2016/11/newsrelease161125_1.html 
• みずほ情報総研  (経済産業省当該事業事務局) HP :「先端技術実証・評価設備整備費等補助金」 概要  

https://www.mizuho-ir.co.jp/topics/inov-office/index.html 
• みずほ情報総研  (経済産業省当該事業事務局) HP : 津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補

助 金 （ 製 造 業 等 立 地 支 援 事 業 ） 概 要  https://www.mizuho-ir.co.jp/topics/tsunami-
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これまでの科学技術予測調査における関連トピック 

・ 新素材を⽤いた新しい構造⽤材が開発され、建築、橋梁、堰堤等へ利⽤される（2005 年：第 8 回） 
・ 誰もが同じような解を簡単に算出できる、客観的・定量的⼿法として標準化されたライフサイクル
アセスメント（ LCA）およびライフサイクル費⽤評価（LCC）（2010 年：第 9 回) 

超⼩型衛星ビジネスの活発化で注⽬される電気推進の新技
術 

初版投稿：2017/08/29 
 執筆者：蒲⽣ 秀典（特別研究員） 

急増する超⼩型⼈⼯衛星 

超⼩型⼈⼯衛星の開発・利⽤が世界で活発化しています。2013 年以降、50kg 以下の超⼩型
衛星の打ち上げ数は急増し、2021 年には年間 400 機以上の打ち上げが⾒込まれています 
1) 。超⼩型衛星は従来の気象・放送衛星と⽐較し、1/100 以下の費⽤と 2〜3 年という短期間
で開発できることが特徴で、⼤学やベンチャー企業、あるいは⾃治体、新興国でも運⽤が可
能となり、教育や地域観測、商⽤など幅広い⽤途での利⽤が進んでいます。現状ではその 7
割超が商⽤衛星で、先⾏する⽶国では、衛星の製造から打ち上げ、産業利⽤、運⽤管理ま
で、100 社以上のベンチャー企業がビジネスを展開しています 2),3) 。 

拡⼤する超⼩型衛星ビジネス 

商⽤衛星ではリモートセンシングの需要が⾼く、例えば農業では作物の⽣育の監視や、漁業
では海⽔温の観察などに利⽤されています。最近では、⼯場前に並ぶトラック台数から企業
の⽣産・出荷情報を⾦融業界などに売るビジネスや、⽯油備蓄タンクの蓋の上下頻度を分析
して、⽯油の在庫量や消費状況を調べるビジネスも登場しています。また、地形データを基
に AI によって⽯油や鉱物資源を探索することも可能になっています。このように新しいプレ
ーヤーの登場によって、従来にないアイデアも⽣まれ、利⽤範囲は⼤きく拡⼤しています 
3) 。 

推進機搭載に向けて 

⼩型軽量が求められる超⼩型衛星に推進機（エンジン）を搭載した例はほとんどないのが現
状です。推進機を搭載できれば衛星⾃⾝が軌道を任意に選択でき、位置・姿勢制御はもとよ
り、深宇宙探査も可能になるなど、ビジネスや宇宙利⽤の幅が⼤きく広がります。さらに、
運⽤終了後に宇宙デブリとならないためにも、早期に推進機の搭載が求められます 2) 。 

KIDSASHI/シグナル情報

文部科学省科学技術・学術政策研究所




